
 地方自治の基本かとう裕太新聞
０．この討議資料の目的
　この討議資料は、①「地方自治って聞いたことはあるけど、どういうことかはよくわからない」といった方に地方自治につ
いて興味をもってもらうこと、②地方自治の理想的なかたちについてのひとつの意見を知ってもらうこと、を目的としてい
ます。難しいと思うこと、わからないことがあったら、お気軽に聞いていただければ幸いです。

１．地方自治とは

　地方自治とは、簡単に言えば、「自分たちの地域のことは自分たちで決めてやっていく」ということです。ここでいう「自分
たち」というのは地域の住民のことで、住民が自分たちの意思で地域のことを決めてやっていくということ（住民自治）が重
要になります。また、地域のことを決めて運営するのは、国などから独立した地域の団体などが行うこと（団体自治）も重要
です。まとめると、住民が自分たちの意思で、国から独立した地方自治体を運営して地域のことを決めていく、ということが
地方自治だということになります。

　しかし、住民が自分たちのことは自分で決める、といっても、それぞれが勝手に物事を決めてもなかなかうまくいきませ
ん。そこで、地方自治体を運営する役割を持つ「首長」と、地方自治体のことについて話し合って決めていく「議会」を住民
たちが選び、「首長」と「議会」に地方自治体のことをある程度任せることにしました。

　この「首長」と「議会」は、住民がそれぞれを別々に直接選び、それぞれが住民の代表として地方自治体のことを決めて、
運営していきます。この方法を「二元代表制」と呼びます。この「二元代表制」は、日本の国会（立法機関）が選んだ内閣総
理大臣が作る内閣（行政機関）が国を運営していく「議院内閣制」とは違って、アメリカの大統領制に近い制度だともいわ
れています。

２．首長（しゅちょう・くびちょう）とは
　
　首長とは、地方自治体の代表として、地方自治体の運営を行っていく人のことをいいます。地方自治体が都道府県であ
れば知事、市町村であれば市長、町長、村長のことです。地方自治体の事務を処理していきますが、一人では到底行えな
いので、役所の職員などを指揮監督して事務を処理していきます。

　首長は地方自治体の予算を作ったり、条例（法律のようなもので、地域のルール）の案を提出したりする権限を持ちます
。現在の条例のほとんどは首長（役所）が提出した条例案が元になっているようです。

３．地方議会とは
　
　地方議会とは、住民を代表する議事機関であり、簡単に言えば、地方自治体のことを話し合って決めていく議員が集ま
った機関のことをいいます。県議会や市議会のことです。基本的には議会で議決したことが地方自治体の意思となります。

　地方議会は条例を制定・廃止・改正したり、首長の提出した予算について話し合って決めたり、地方自治体のいろいろ
なことを調査したりする権限を持ちます。議会は条例案を提出することもできますが、現状では、議会が条例案を提出す
ることは少ないようです。

　「二元代表制」のもとでは、首長とは別に住民が選ぶ議会が、首長の地方自治体運営をチェックしたり、政策を提案して
議論したりする役割が重要になっています。
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４．理想的な地方自治のかたちについて、ひとつの考え
　地方自治の理想的なかたちというのは、「住民の多様な意見を反映した議論が充分になされ、自分たちが自分たちの
ことを決めたのだと思える自治体運営がなされている状態」だと考えます。

　もちろん、住民のそれぞれの意見がすべて実現されるということはあり得ません。そうではなくて、政策の決定の際の
議論に多様な住民の意見が反映され、充分に議論が尽くされた上で、自分の意見は採用されなくとも、地方自治体の運
営を任せた人たちが充分議論をして決めたことだから、と納得できるような状態が理想的な地方自治が行われている状
態といえるのではないでしょうか。

（これが絶対的な答えだとはもちろん思いませんが、ひとつの考え方として受け止めていただいて、これをお読みいただ
いた方が、その方なりの理想的な地方自治のかたちを考える際の参考になればいいなと思います。）

５．実現のための方策

　そんな理想の地方自治のかたちを実現するためには、①住民の多様な意見を吸収できる環境をつくることと、
その②吸収した多様な意見を充分に議論できる場を整備すること、が重要になってくると考えます。

　①住民の多様な意見を吸収できる環境をつくるためには、首長や地方議会議員と住民が意見を直接交換できる機会
を増やすことが必要です。首長は一人しかいませんので、現実的には地方議会議員との意見交換の場をたくさん設ける
ことが方策となります。とはいっても、首長や議員のところに行って意見交換する人はそれほど多くないでしょうから、首
長や議員の方から住民の意見を聞きに行くことが重要になります。具体的には、議会として住民との意見交換会を定期
的に開催したり、議員個人として活動報告会などを開催したりするなど、積極的な活動が求められます。

　②吸収した多様な意見を充分に議論するためには、地方自治体のことを議論する場である議会や委員会において、議
論が活発に行われる環境を整備する必要があります。そして、住民が納得できる活発な議論の場をつくるためには、住民
がその議論の場をチェックできる制度が重要になってきます。
　簡単に言うと、自分の意見が吸収されたうえで議論の場に反映されているのかを確認できる仕組みがあれば、議会や
委員会もしっかりとした議論をしようという緊張感を持つことになって、議論が活発に行われるようになる、ということで
す。

　具体的には、議会や委員会を誰でも見学できる傍聴の制度を整備したり、議会の録画・録音をできるようにしたり、委
員会で住民が発言をすることができる制度をつくったり、ということが考えられます（ちなみに、香取市では議会本会議
の傍聴は自由にできるようですが、委員会の傍聴は委員長の許可が必要となっているようです）。

　①②で見たように「住民の多様な意見を反映した議論が充分になされ、自分たちが自分たちのことを決めたのだと思
える自治体運営がなされている状態」という理想的な地方自治のかたちを実現するためには、住民の皆さんが積極的に
政治に参加することが重要になってきます。まずは自治体が配布する資料を読んだり、議会を傍聴したりすることから始
めてみるのはいかがでしょうか。
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